
外国法制・実務
アンコール遺跡周辺の土地に関する占有をめぐる問題

－アンコール遺跡のゾーン１・２－

カンボジア王立法律経済大学非常勤
チア・シュウマイ（CHEA Seavmey）

　本稿は、アンコール遺跡の５種類の保護区のうち、ゾーン１とゾーン２を対象として、
そこに居住している住民の不法居住問題について紹介するものである。カンボジア政府
は、２００８年から同問題の解決に努力しているが、２０２３年現在においても試行錯誤
を続けている。本稿では、（１）法的な問題、（２）行政上の問題と（３）これまでの解決
策を中心に検討する。アンコール地域に関する研究は多数あるが、本稿は、近年における
不法居住問題の最新状況を取りまとめたものである。

写真①：アンコール遺跡の保護区の地図 ［出典：アプサラ機構］1

１．はじめに
　アンコール地域は生きている遺跡である 2。このように表現される理由は、クメール王
朝時代の寺院が物理的に存在するだけではなく、現在でも神聖な場所として認識されて
いるからである。千年前の昔から、王様が戦争に行く際に参拝するための場所となって

1　https://apsaraauthority.gov.kh/our-work/map-of-protected-areas/, ２０２３年１１月７日最終閲覧。
2　KY Soklim 『Ang Chu Lean: アンコール公園は生きた遺跡』（  ）、 

APSARA National Authority & Thmey Thmey 「アンコールの保護者」（  (Diamond Printing, 
2022) pp15-22）。[Angkor is a living site] UNESCO Office Phnom Penh & ICC-Angkor, 20 Years of International Cooperation for 
Conservation and Sustainable Development,2013, p34。
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いた。アンコールワットの中には、参拝のための大きな神様の像が４か所にある。そし
て、アンコール遺跡の周りには、１５世紀の半ばから村が存在していると言われてい
る。その当時から人が住み続けており、様々な寺院の行事等を行っている。これらの行
事は、農業に関する行事が多く、例えば、米の栽培に必要な雨が降るよう神様に願う行
事が重要とされている。また、現在でも政府の幹部により宗教的な行事が定期的に実施
されている。そのような人々の信仰を切り離しては、遺跡としての価値が失われること
になりかねない 3。
　アンコール地域は、シェムリアップ州 4 に所在しており、面積４０１ｋｍ２にわたり、
１５０以上の寺院がある。これは、写真①の地図で示されているとおり、３つの地域に
大別される。バンテアイ・スレイ（Banteay Srei）パーク（地図上部の赤色で囲まれた
地域）は２０ｋｍ２、セントラルパーク（地図中央の赤色で囲まれた地域）は３５１ｋ
ｍ２、ロリュオス（Roluos）パーク（地図下部の赤色で囲まれた地域）は３０ｋｍ２であ
る。これらの地域の寺院は、それぞれ目的をもって建造されている。海外からの観光客
は、１９９３年には１１万８，１８３人であったが、２０１７年には５０５万９，０００
人となった。２０２０年から新型コロナによる影響のため、観光客がいない状況となっ
ていたが、２０２３年には新型コロナによる危機的状況から解放され、今後徐々に観光
需要が復活することが見込まれる。

２．管轄機構
２．１．ICC-Angkor 

　カンボジアでは、内戦が終結した後、１９９３年に民主主義による総選挙を実施
し、新政府が誕生し、憲法が制定された。しかし、アンコール遺跡は新政府が誕生
する前、１９９２年に世界遺産に登録された 5。そのため、ユネスコは、国際的な枠組
みでこれを管理するため、１９９３年に International Coordinating Committee-Angkor 

（アンコール世界遺産国際管理運営委員会。以下「ICC Angkor」という。）を創設し、
アンコール遺跡の保護及び開発のための様々な支援を国際的に調整している 6。ICC 

Angkor は、国内の APSARA National Authority7（以下「アプサラ機構」という。）を
パートナーとし、その役割を担っている。
　ICC Angkor は、様々な国や国内・国際機関からの保護及び開発の支援プロジェク
トを調整する役割を担い、とりわけ、プロジェクトの実行手続の準備をフォローして
いる。そのため、シェムリアップ州の現状について常に情報を得る必要がある。ICC 

3　SAO Phalnisai『アンコール遺跡の住民：クラック・ジお爺さんの家族』（  
）、APSARA・前掲注２）６９頁。

4　シェムリアップ州には、２０２３年現在で１２の市がある。具体的には、Angkor Chum 市、 Angkor Thom 市、 Banteay 
Srei 市、 Chi Kraeng 市、 Kralanh 市、 Puok 市、 Prasat Bakong 市、 Siem Reab 市、 Soutr Nikom 市、 Srei Snom 市、 Svay Leu 市、 
Varin 市である。州の面積は、１０，２９９ｋｍ２である。

5　その他、カンボジアの世界遺産としては、タイ国境にあるプレア・ヴィヒア寺院（Preah Vihear Temple Site 、
２００８年ユネスコ登録）、サンボー・プレイ・クック寺院（Sambor Prei Kuk Temple Site 、２０１７年ユネスコ登録）、
コー・ケー寺院（Koh Ke Temple Site 、２０２３年ユネスコ登録）の３つが挙げられる。

6　ICC Angkor の公式ホームページは、https://icc-angkor.org/ を参照。
7　APSARA は、Authority for the Protection and Safeguarding of Angkor and the Region of Angkor を意味している。フランス
語の頭文字をとったものであり、伝統的なアプサラの踊りにちなんでいる。
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Angkor は、日本及びフランスが共同議長となっており、様々なプロジェクトの申請
や技術的な課題に関して、年に２回、定期的に会議を実施している。

２．２．APSARA National Authority（アプサラ機構）
　アプサラ機構は、１９９５年に創設された当時は内閣の下に置かれていた。しか
し、２０１８年からは文化芸術省の指導の下、アンコール遺跡の管理において重要な
役割を果たすようになった。
　１９９４年のシェムリアップ・アンコール地域の決定及び管理に関する勅令第２条
によれば、写真①で示されるように、世界文化遺産には５つの保護区が設定されてい
る。ゾーン１は、赤色の斜め格子で囲まれた部分で、寺院など最も重要な遺跡が存在
する地域であり、最も高い保護が求められる。ゾーン２は、黄色の斜線で囲まれた部
分で、考古学的に重要な地域である。地上からは明らかでないことも多いが、ゾーン
１の緩衝地帯として位置づけられ、高いレベルの保護が求められる。ゾーン３は、緑
色の斜め格子で囲まれた部分で、伝統的な外観や歴史的な建造物等の文化的な景観を
保護する地域である。伝統的な生活様式を反映し、文化的な価値に貢献するものとし
て保護されている。ゾーン４は、黒色の斜線で囲まれた部分で、考古学的・人類学
的・歴史的な関心が高い地域である。ゾーン１より保護のレベルが低く、ゾーン２と
同程度のレベルで保護されている。ゾーン５は、シェムリアップ・アンコール地域の
社会・経済・文化の発展ゾーンである。シェムリアップ州全体を範囲としており、世
界文化遺産の環境等に影響を与えないように保護対策を求めている。
　２０２０年の公的行政機関としてのアプサラ機構の設立に関する勅令第３条によれ
ば、アプサラ機構の任務は、次のとおりである。第一に、アンコール遺跡における考
古学的な価値、歴史、文化、環境を向上させ、予防、手入れ（care）、保護、管理す
ることである（同条第１項）。第二に、１９９４年のシェムリアップ・アンコール地
域の決定及び管理に関する法律（以下「１９９４年アンコール地域管理法」という。）
に基づき、５つの地域における持続可能な開発並びに環境、資源、森林、土地及び地
質のための自然資源の管理及び計画を立てることである（同条第２項）。第三に、ア
ンコール実行原則並びにアンコール遺跡のインフラ（考古資源システム、考古道路及
び考古遺産）の価値及び修復について学習することである（同条第３項）。第四に、
１９９４年アンコール地域管理法に基づき、アンコール地域における持続可能な様々
な開発プログラム並びに観光プログラム及び活動計画の実施を学習することである

（同条第４項）。第五に、１９９４年アンコール地域管理法に基づき、アンコール遺跡
の緩衝地帯の基準に沿って住宅地やホテル等の建設を管理することである（同条第５
項）。第六に、現行法令に従ってアンコール遺跡の保護及び開発のための投資等を探
求することである（同条第６項）。第七に、アンコール遺跡における住民の貧困の削
減のために王立政府の方針の実施に携わることである（同条第７項）。第八に、アプ
サラ機構の方針や目的に従って、関連州の権限管轄や国内・国際機関に協力すること
である（同条第８項）。
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　アプサラ機構には、８つの局がある。①財務・会計局、②総務・人事局、③観光開
発・文化局、④遺跡保護・救出考古学局、⑤土地管理・都市遺産・地域社会局、⑥公
共秩序局、⑦水・森林・インフラ管理局、⑧研究・研修・コミュニケーション局であ
る。以下の写真②の組織図では、組織全体の構造が示されている。

写真②：アプサラ機構の組織図 ［出典：アプサラ機構］8

３．アンコール遺跡周辺の土地
３．１．ゾーン１とゾーン２は国有地か？

　国際法として、１９７２年のユネスコ総会で採択された世界の文化遺産及び自然遺
産の保護に関する条約がある。それを受けて、カンボジアは、アンコール地域の管理
に関して以下のような法令を整備した。
　カンボジアは内戦の終結後、１９９３年の憲法（以下「９３年憲法」という）によ
り国を再建した。９３年憲法第５８条は、所有権に関して、「土地、地下、山、海、
海底、海底深部、海岸、空、島、大小の河川、湖沼、森林、天然資源、経済・文化
施設、国防基地および国有であると定めるその他の建造物などは、 国有財産とする。 
国有財産の管理、使用および処分は、法律で定める。」と規定している 9。
　前記２．２．のとおり、１９９４年のアンコール地域の決定及び管理に関する勅令
が制定され、第２条において世界文化遺産に５種類の保護区が設けられた。
　１９９６年の国家遺産の保護法第１条に、国家文化遺産を保護する目的を掲げてい
る。アンコール遺跡はアプサラ機構の管轄の下にある（同法第５条第２項）。保護対
象となる遺跡の範囲を示す地図上の境界等は勅令に委任されている（同法第６条）。
世界文化遺産の売買や破壊を行った者は、６か月以上５年以下の禁錮及び金銭的な罰

8　https://apsaraauthority.gov.kh/apsara-authority-main/organisation-structure/, ２０２３年１１月７日最終閲覧。
9　傘谷祐之「カンボジア王国」鮎京・四本・浅野編『新版　アジア憲法集』（明石書店、２０２１年）１８６頁。

8



則も受ける（同法第６３条）。
　２００１年の土地法第１５条は、政府及び公的法人の公有財産となる不動産につい
て詳細に列挙している。同条第６項には、考古学的、文化的及び歴史的遺産が掲げら
れている。政府の公有不動産は、譲渡不能であるが、一時的かつ不確定的で、取消可
能な占有又は使用権限の対象となる場合がある（同法第１６条）。
　以上の法令を確認したが、問題となっているゾーン１とゾーン２が国有地や国有財
産であるということは法令上に明記されておらず、解釈に委ねられるものと考えられ
る。一方、２００４年の第７０号政府決定（以下「第７０号決定」という。）では、
アンコール遺跡のゾーン１からゾーン５までの土地利用について定められており、
ゾーン１とゾーン２に位置する土地は全て国有財産であると明確にされている。しか
しながら、実際には、アンコール遺跡のゾーン１とゾーン２の土地について、国有地
としての登記はされていない。

３．２．土地の処分権の制限
　前記３．１．で述べたように、アンコール遺跡のゾーン１とゾーン２は国有地とし
て取り扱われている。第７０号決定の第１条によれば、アンコール遺跡におけるゾー
ン１及びゾーン２の土地の全ては、国家の公的な財産として、アプサラ機構が管轄し
ている。また、第７０号決定の第２条では、ゾーン１及びゾーン２の土地について、
次の３点を規制している。第一に、昔から住宅を有する住民は、追い出されず、引き
続き住むことができる。第二に、古くからの住民が建て替え又は改築したい場合、事
前にアプサラ機構からの許可を取得する必要がある。第三に、当該土地の処分に関し
ては、相続又は同じ村の住民と交換することができる。ただし、民間企業や個人と売
買することはできない。
　アプサラ機構作成の第７０号決定に関する正式な説明書によれば、アンコール遺跡
のゾーン１及びゾーン２の土地内における建設の許可はアプサラ機構の管轄であり、
次の３つの条件がある。①昔から住宅があること、②保護区に住宅があること、③現
在まで住み続けていることである 10。建設や解体の許可申請の手続に関しては、市区
村長による移住証明書を発行してもらい、３０日前までに申請書をアプサラ機構に提
出する必要がある。
　第７０号決定を受け、アプサラ機構とニュージーランド政府は、２００６年から
２０１３年まで「Design of Land use and Registration Plans」というプロジェクトを実
施していた 11。同プロジェクトの目的は、住民の土地の用途に従って、当該土地の区
画を確認及び測定し、長く住んできた住民に占有証明書（Land Occupancy Titles）を
発行することである。その占有証明書は相続人に譲渡することができる。２０１３

10　 （アプサラ機
構「第７０号の決定に関する説明書」２００７年）。

11　UNESCO, supra note 2, p56.
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年の時点では、Rohal 村、 North Srah Srang 村、 South Srah Srang 村、 Phloung 村、Leang 

Dai Village 村の５村で計画を完了し、さらに、１０村まで拡大されていた。現在も実
施しているかについては情報がなく、不明である。

３．３．何が起きているのか？
　前記３．２．で述べたように、アンコール地域には昔から住み続けている住民がい
る。この住民はアンコール遺跡を築いた人々の子孫であると言われている 12。この住
民の特徴として、シェムリアップの方言を話すことが挙げられる。現在でもシェムリ
アップ州の人は、首都プノンペンや他の州のカンボジア人と全く違う話し方をしてい
る。一方で、アンコール地域に新しく居住する者は、州外からの市民が圧倒的に多く
なっている。
　２００５年までのアプサラ機構の統計によれば、１０万人の住民がアンコール地域
に住んでいた 13。２００５年以降の住民数のデータは入手できなかったが、他の州か
ら流入する住民も著しく増加している 14。２０２３年現在の状況としては、村の規模
及び住民の数が徐々に拡大している。
　その要因は、次の二つである。一つ目は、世界遺産として登録される前から住んで
いる住民が結婚し、子供を産むことにより家族が増えることである。二つ目は、アン
コール地域に昔から住んでいる住民ではなく、世界遺産として登録された後に新しく
住み始めた住民の数が増えることである。
　シェムリアップ州は、空港があるため、ベトナムやタイからのパッケージツアーに
アンコール遺跡の観光が組み入れられ、外国からの観光客が訪れやすい場所となって
いる。アンコールワット周辺に住んでいる住民は、生活のため土産等を販売してい
る。また、２００８年頃には一時その周辺の土地の価格が高騰し、本来売買禁止の土
地が売買されるというあり得ない事態も生じていた。このような状況の下で、新しい
住民の増加は続いているが、その結果、アンコール遺跡を崇拝するという価値観が変
わっていくことに繋がるのではないかという懸念がある。
　写真③の赤い部分は２０２２年８月からの不法居住者問題解決キャンペーンで引っ
越しの対象となった違法建設を示している。青色の線はゾーン１の範囲を示してお
り、その外側（下部）はゾーン２である（写真③の更に外側が紫色の線で囲まれてい
る。）。
　このような住民の増加に伴う違法建設の拡大は、アンコール遺跡に悪影響を与える
と言われている。そのため、世界遺産登録の際に条件となっていた適切な保護管理に
反しており、ユネスコからアンコール地域における違法建設に関する要請書を受理し
ている。そのままの状態が続くと、アンコール遺跡は世界遺産から抹消される可能性
がある。

12　KY・前掲注２）、APSARA・前掲注２）１８頁。
13　APSARA・前掲注２）７０－７１頁。
14　APSARA・前掲注２）７０－７１頁。
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写真③：引っ越しの対象となった土地の地図
出典：チア・ソパラ副首相の公式Ｆａｃｅｂｏｏｋ ページ 15

４．問題点の認識
４．１．法的な問題

　まず、法的な問題については、次のとおり４つのポイントがある。
　第一に、遡及効の問題である。９３年憲法第１６０条は、「カンボジアにおける法
律その他の規範文書はすべて、〔その規範文書が〕国有財産、権利、自由および法律
にもとづいた適正な個人の財産を保障することができ、かつ国益にとって適切である
ときは、この憲法の精神に反する規定を除いて、新たな文書が〔その規範文書を〕
改めまたは廃止するまでなお効力を有するものとする」と規定している 16。一方、第
７０号決定では「昔」という表現を使用しており、明確な基準は示されていないが、
世界遺産として登録される前を意味するものと考えられる。そこで、アンコール遺跡
のゾーン１とゾーン２の住民が、世界遺産に登録された１９９２年より前から住んで
いた場合に、１９９３年に制定された憲法の効力が遡って生ずるのかという問題であ
る。
　第二に、土地処分権の制限根拠である。土地の処分権は所有権の一部であるにもか
かわらず、法律によることなく、単なる政府決定によって制限されている。憲法第

15　www.facebook.com/search/top?q=ជា%20សុផារ៉ា-chea%20sophara , ２０２３年１１月７日最終閲覧。
16　傘谷・前掲注９）２０３頁。
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４０条は、「適法な状況で居住する市民の自由は、尊重する。」（第１項）、「住居を侵
されない権利を保有すること（略）は、保障する」（第２項）、「住居、家具・備品、
物および個人の身体の捜索は、法律の定めにしたがって行わなければならない。」（第
３項）と規定 17 しており、住居に関する権利を保護している。住民の権利に対する制
限は本来なら法律により定めるものであって、単なる首相による２００４年第７０号
決定という形で制限することができるのかという憲法上の問題もある。
　第三に、土地の処分権制限の範囲である。所有権には、利用・占有・処分という三
つの基本的な権利が含まれている。３．２．で触れた第７０号決定によれば、土地の
利用・占有に関しては、一定の制限を受けるものの、特段の問題はないと考えられ
る。しかし、土地の処分権については、「相続」と「交換」のみが認められ、「売買」
は禁止されている。さらに、ここでいう「相続」が民法上の概念と一致しているのか
も不明である。例えば、同じ村に相続人がおらず、他の州に住んでいる相続人が相続
した場合にも許容されるのかは明確でない。また、「交換」の場合も、同じ村の住民
に限定されており、土地の処分権は広く制限されている。
　第四に、公訴時効の問題である。仮にアンコール遺跡のゾーン１とゾーン２が国有
地であると解釈した場合、公訴時効の面からも疑問が生じる。例えば、国有地に居住
して２０年以上経っているのに、これまで権限官署から犯罪に該当するとの指摘がな
く、起訴もされていない 18。なお、国からの正当な補償は、新しい村の土地との交換
を行う政策のみに限られている。

４．２．行政上の問題
　次に、行政上の問題について、次の３点を挙げることができる。
　第一に、シェムリアップ州政府とアプサラ機構の管轄に対する認識が不足している
ことである。アプサラ機構は、保護区における建設や解体の許可書を付与する権限を
有する。一方、保護区でない場所は、シェムリアップ州知事の管轄になる。２０２２
年７月２０日にフン・セン首相（当時）は、アプサラ機構の管轄となるアンコール地
域の不法居住問題解決チームに関する決定書を発令した。同チームは、会長が国土
整備・都市計画・建設大臣（チア・ソパラ副首相）、副会長が文化芸術大臣であり、
メンバーにはアプサラ機構の職員も含まれている。同チームの会長であるチア・ソパ
ラ副首相は、同発令に基づき、同年８月２２日にシェムリアップ州でアンコール地域
の不法居住問題解決キャンペーンを開始した。チア・ソパラ副首相の発言によれば、

「違法な建設が８，４４８件あり、２０２２年の半年だけで、２，０８０件が新たに発
生している。これは保護区の管轄に対する州政府の認識不足に起因している。シェム
リアップ州政府が２０２２年７月２２日に発出した第４１２／２２号のレターは、
シェムリアップ州知事からアプサラ機構に対し、アンコール遺跡における建物の新設

17　傘谷・前掲注９）１８３－１８４頁。
18　国家遺産の保護法第６３条では、許可なく国家遺産の販売、輸出、移動、破壊等をした場合、６か月以上５年以下
の禁錮刑及び罰金に処するとされている。
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の禁止を撤廃するように求める内容であった。このレターが発出されてから、２か月
だけで新たな建設が３９８件も増えているため、レターを廃止すべきである。」との
問題意識が示されている。また、政府の方針として、遅滞なく移転先への引っ越しを
進め、新しい建物の建設中止を求めるとともに、一切の法的な所有権を付与しないこ
とにも言及した。
　第二に、土地の総合的な計画の策定や土地基本情報の整備に関する管理等がされて
いないことである。例えば、ゾーン１とゾーン２の地図を示す看板が適切に立てられ
ていない。アプサラ機構は住民が理解できるように、ゾーン１とゾーン２において看
板を立てる役割を担っているが、当該ゾーンの土地は農地としても利用されている。
看板の設置について記載された文献はないが、世界遺産が登録されてからすぐの実施
ではなく、ゾーン全体への看板の設置は２０００年から実施を進めていると言われ 
ている。
　第三に、２０１３年までのデータによれば、アプサラ機構の６０プロジェクトのう
ち大部分は、寺院、水道システムなど、アンコール遺跡にある建造物の修理やインフ
ラ管理等が中心であり、住民・文化を対象とするプロジェクトは三つだけであるこ
とである。その三つのプロジェクトは、1) Design of Land use and Registration Plans, 2) 

Khmer Habitat Interpretation Center, 3) Education on Heritage である 19。このように、住民・
文化を対象とするプロジェクトは少なく、アンコール遺跡周辺の建物も適切に管理さ
れていない状態となっている。

写真④：アンコール地域周辺の家 （２０２２年８月撮影）
（建物が適切に管理されておらず、不衛生であり、道も歩くことができない状態）

19　UNESCO, supra note 2, pp54-56.
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５．これまでの解決策
５．１．新しい村への引っ越しの支援

　前記４．２．で触れたように、ユネスコからの要請書を受け、カンボジア政府は速
やかに対策を打ち出した。２０２２年７月２０日の決定書により、アンコール遺跡周
辺の違法建造物の撤去について取組を行うためのチームを任命した。現場実施チーム
のメンバーは、国土整備・都市計画・建設省（以下「MLMUPC」という。Ministry of 

Land Management, Urban Planning, and Construction）の職員４９１名、MLMUPC 州・
地方局（Provincial and Municipal Departments）の職員４６１名、アプサラ機構の職員
３５２名、環境省の職員１８０名、社会問題・退役軍人・青少年更生省の職員３２
名、シェムリアップフン・センテチョーエンジニアチーム４２０名、シェムリアッ
プ州の市区村の職員であった。合計して、約１，９００人の本省職員の力が費やされ
た。本来それぞれの職員は本省の仕事に携わっているが、アンコール遺跡の不法居住
問題の解決作業のために派遣された。出張代等は国の負担になっている。この問題の
解決は、本来アプサラ機構の役割であった。２０２３年１０月２０日までの成果とし
て、①土地の測定作業、②建物の解体作業、③移転先の土地の抽選作業が進められ、
９，８９６家族が抽選を実施し、そのほとんどが移転先への引っ越しを行った 20。建物
の解体作業の中では、考古学的に重要なものも発見された。
　住民への手当支給及び貧困証明書の発給も行われ、新しい貧困証明書が ６，９０４
家族に発給された。そのうち、貧困証明書のレベル２からレベル１21 への変更は、
１，６７１家族であった。引っ越しの住民に対するカンボジア政府からの支援政策と
しては、食事の支援、住宅建設の支援及び社会的な手当がある。食事の支援は、お米
５０キロ、麺６ケース、魚の缶詰め１００缶、５０ドルの支給である。住宅建設の支
援は、家の建設手当 ２５０ドル、トイレ建設手当５０ドル、亜鉛板３０枚である。
そして、社会的な手当は、全ての家族に貧困証明書レベル１の支給をすることであ
る。

20　MLMUPC が作成した報告書（２０２３年９月）。
21　社会問題・退役軍人・青少年更生省の貧困層レベル１及びレベル２の支給金額の決定（４，０００リエルは、百円く
らい）。

対象の種類 貧困層レベルによる１ヶ月の手当
レベル１ レベル２

１ 家族に対する支給 １２０，０００リエル １２０，０００リエル
２ 各家族のメンバー ５２，０００リエル ３６，０００リエル
３ ０－５歳の児童の家族メンバー ４０，０００リエル ２８，０００リエル
４ 障がい者の家族メンバー ４０，０００リエル ２８，０００リエル
５ ６０歳以上の家族メンバー ４０，０００リエル ２８，０００リエル
６ ＨＩＶにかかっている家族メンバー ４０，０００リエル ２８，０００リエル
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（写真⑤⑥：２０２２年８月の引っ越しのための作業（左：土地測定、右：移転先の抽選）

　政府が準備していた移転先の新しい村は二つある。ルンタアイ自然村に１，０４６
ヘクタールの規模があり、６，００５筆、ペアック・サネン村は１，４１０ヘクタール
の規模があり１４，９４７筆が用意され、合計して２，４５６ヘクタール２０，９５２
筆ある 22。最初は、２０１０年頃に設置されたバンテアイ・スレイ市のルンタアイ自
然村（Run Ta Ek 村）だけであった。その後、２０２２年に、ルンタアイ自然村が限
界となり、新しくアンコールトム市のペアック・サネン村（Peak Sneang Village）が
設置された。前者のルンタアイ自然村は、インフラ開発、学校建設、保健センター建
設、市場建設、寺院建設、ごみ処理場建設、植林、電気システム整備、浄水システム
整備、電話サービス整備、農業セクター支援が行われている。後者のペアック・サネ
ン村でも、ルンタアイ自然村と同じく、インフラ開発、学校建設、保健センター建
設、市場建設、寺院建設、ごみ処理場建設、植林、電気システム整備、浄水システム
整備、電話サービス整備、農業セクター支援が行われている。二つの村は、アンコー
ルワットから２０ｋｍであり、新しいシェムリアップ・アンコール国際空港から１２
ｋｍである。
　ルンタアイ自然村に引っ越しをした家族については、フン・セン首相（当時）が３
回訪問している。一回目の訪問は２０２２年９月１３日に１，１１７家族、二回目の訪
問は同年１０月１日に２，８５３家族、三回目の訪問は同月２１日に１，８９５家族と
会っている。また、ペアック・サネン村に引っ越しをした家族については、同月２２
日に３，３１１家族がフン・セン首相に会っている。首相からは、住民に対して引っ越
しへのお礼が語られた。その後、２０２３年１２月８日、フン・マネット首相（現職）
はルンタアイ自然村に引っ越しをした家族を訪問し、同村における土地の所有権証明
書を４，５５４家族に付与した。このまま違法建設が続けば、ユネスコの世界遺産を
保護する義務に違反することになる。そのため、住民の引っ越しが促進されるよう、
１４３ｋｍの道路を造った後、コンクリート道路として整備する予定にも言及された。

22　MLMPUC が作成した報告書（２０２３年１１月まで）。
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写真⑦：ルンタアイ自然村の開発図面

写真⑧⑨：フン・セン首相と移転先に引っ越しをした住民との集い
（２０２２年１０月２２日撮影）

５．２．抗議デモへの対応
　不法居住問題解決チームの作業の最中に、住民の抗議デモが行われた。２０２２年
１０月５日に、アンコール遺跡の近くにあるバンテアイ・スレイ市 Phreh Dak 区の住
民は、移転先への引っ越しに対して抗議デモを行った。その後、すぐにカンボジア政
府は不法居住問題に対する姿勢を軟化させた。同月７日の午前には、チア・ソパラ副
首相がバンテアイ・スレイ市まで足を運び、政府の立場を説明し、「あくまでも任意
的な引っ越しであって、強制的な引っ越しではないこと」を強調した。これまでの経
験では、総選挙の前になると、アンコール地域の引っ越しに対して住民からの反対が
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激しくなる。政府側も結局、引っ越しが任意か強制かについて、立場が明確となって
いない。アンコール地域の不法居住問題に対する政府の対策は相応に講じられてきた
が、抗議デモの発生により、その実施が緩和されるという実態がある。

写真⑩：副首相と文化芸術大臣のバンテアイ・スレイ市 Phreh Dak 区のデモ住民への対応
（２０２２年１０月７日撮影）

６．若干の分析 ・まとめ
　本稿は、アンコール遺跡のゾーン１とゾーン２に住んでいる不法居住者の問題に関し
て検討を試みた。発展途上国における世界遺産の保護は、世界遺産を保護しながら、住
民の経済活動や都市開発との両立に立ち向かう必要がある。アンコール遺跡もその一例
である。アンコール遺跡の特別な事情としては、世界遺産に登録された後も、昔からの
住民を追い出さず、占有を認める一方で、所有権の付与を認めていないことがある。こ
の問題は長年の課題であり、違法建造物の撤去が「アンコール地域からの難民」を生み
出しているという住民からの批判を受けながら、政府は「適切な環境で家を建てるこ
と、かつ、移転先で法的な所有権を付与すること」という方針であり、対立が続いてい
るが、政府の強権的な姿勢は、一時的なものであるように見受けられる。
　最後に、以下の２点を若干の分析とまとめとして残したい。
　第一に、不法居住問題を取り巻く様々な問題点の概括である。法的な問題について
は、遡及効、土地処分権の制限根拠、土地の処分権制限の範囲、公訴時効等の問題があ
る。行政上の問題としては、アプサラ機構とシェムリアップ州政府との管轄権限に対す
る認識不足、アプサラ機構の機能不全及びプロジェクトのインフラ分野への集中という
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問題が生じている。また、政治的にも、不法居住問題解決チームの対策の実施と抗議デ
モへの対応という問題がある。同チームがゾーン１とゾーン２における土地の所有者を
確認する目的で行っている測量や調査作業は、最も基本的な情報を整備する重要な作業
である。このような情報を生かすことも今後検討していくべきである。アンコール地域
の不法居住問題は、法的な問題だけでなく、行政上の問題もあり、更に政治的な問題も
絡み合っており、解決に至るまで長い道のりになると思われる。現在の不法居住問題へ
の対応は、住民を不安定な状況に陥らせており、同チームの対策に対する信用性も非常
に低いものと推認されるアプサラ機構についても、政府から独立している組織とは言え
ず、抗議デモの発生により対応が変化するなど、その作業が抜本的な問題解決につな
がっているようには見受けられない。
　第二に、問題点を踏まえて再検討すべき課題についてである。まず、インフラ分野以
外を対象にするプロジェクトを強化するべきである。これまでは寺院の修復プロジェク
トなど、インフラ分野を中心にプロジェクトを実施してきたが、ゾーン１及びゾーン２
における住民を対象としたプロジェクトに目を向けるべきである。住民がアンコール遺
跡を生き物として成り立たせており、文化を支える伝統的な行事等を継承していくから
である。また、それによって観光地としての価値も上昇する。例えば、アンコール遺跡
の周辺にある伝統的な家屋スタイルの見本の作成、Ang Chu Lean 氏を中心とした考古
学者グループの作成、シェムリアップ州の方言を公的に認証すること、年間の伝統的な
行事のスケジュールを作成すること等も考えられる。現在のところ、バンテアイ・スレ
イ市 Phreh Dak 区がその先行的な例として挙げられる。昔からの景観を保存しながら、
地元の伝統的な料理やお菓子が有名となっている。すなわち、新しい移転先の村より
も、遺跡周辺の伝統的な村を大事にするべきである。次に、アンコール遺跡が世界遺産
として登録され続けるためには具体的に何が必要なのか、その条件を再検討するべきで
ある 23。「人数」という観点からは、例えば、１９９２年に夫婦２人がいて、２人の子供
がいた場合、３０年後には、その２人の子供が他州の人と結婚して、それぞれ２人ずつ
の子供がいるとすると、合計して１０人になる。これは、当初の夫婦２人から５倍にな
る。このように、アンコール地域の人口は自然に増えていくため、住民にとって合理的
な条件となるよう検討されることを期待したい。場合によっては、国際法上の観点から
も解決策を検討していく必要があることについて、今後の課題として指摘したい。
　以上のとおり、アンコール遺跡の将来に向けて、住民の現況に応じた更なる改善策が
とられることを期待したい。

23　２０２３年１１月のアムネスティ・インターナショナルの報告書では、ユネスコに対しても、カンボジア政府が行っ
ているアンコール遺跡周辺の住民の移転について適切に対応していないとの批判がされている。同報告書については、
https://www.amnesty.org/en/documents/asa23/7374/2023/en/ を参照。
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